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(証券コード7729)
 

平成22年６月７日 
 
株 主 各 位 
 

本店 東京都三鷹市下連雀九丁目７番１号 
本社 東京都八王子市石川町2 9 6 8 - 2 

 

取締役社長  藤 森 一 雄 

 

第87期定時株主総会招集ご通知 
 
拝啓 ますますご清栄のこととお慶び申しあげます。 
 さて、当社第87期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、
ご出席くださいますようご通知申しあげます。 
 なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することが
できますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、
同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成22年
６月23日（水曜日）午後５時までに、到着するようご返送くださいますよう
お願い申しあげます。                    敬 具 

 
記 
 

1. 日  時 平成22年６月24日（木曜日）午前10時 
2. 場  所 東京都武蔵野市吉祥寺本町二丁目４番14号 

  
吉祥寺第一ホテル ８階 天平の間 
（末尾の株主総会会場ご案内図をご参照ください。） 

3. 会議の目的事項  
報 告 事 項 1. 第87期（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで) 

事業報告の内容、連結計算書類の内容ならびに会計監
査人および監査役会の連結計算書類監査結果報告の件 

  2. 第87期（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで) 
計算書類の内容報告の件 

決 議 事 項  
    第１号議案  定款一部変更の件 
    第２号議案  取締役８名選任の件 
    第３号議案  監査役２名選任の件 

以 上 
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰 

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くだ
さいますようお願い申しあげます。 

◎株主総会参考書類ならびに事業報告、計算書類および連結計算書類に修正が生じた
場合は、インターネット上の当社ウェブサイト (http://www.accretech.jp/）に掲
載させていただきます。 

◎株主総会終了後の懇談会は予定しておりません。予めご了承のほどお願い申しあげます。 
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(添付書類) 
 

事 業 報 告 

(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日) 

 

1. 企業集団の現況に関する事項 
 
 (1) 事業の経過およびその成果 

   当期の当社をとりまく経営環境は、米国に端を発した世界同時不況の影響を

受け厳しい状況で推移しましたが、各国政府の景気刺激策などにより、中国な

どアジア新興国を中心に需要拡大の動きが徐々に強まり、期の後半になるに従

って、ユーザーの設備投資再開の動きが広がってまいりました。 

   半導体製造装置部門につきましては、設備投資に対し慎重対応を続ける半導

体メーカーと積極対応に転じた半導体メーカーが斑模様の状況で推移しました

が、当期後半には台湾、中国、韓国などアジアを中心に積極対応の動きが顕著

となってまいりました。こうしたことから、当社グループの受注、売上も非常

に厳しい状況が続きましたが、当期後半には前半に比べ大きく復調しました。 

   計測機器部門につきましては、主要ユーザーである自動車関連業界の設備投

資抑制が続く中、中国をはじめとする海外マーケットや国内中堅・中小企業マ

ーケットの開拓などを進めました。こうしたことから、当社グループの受注、

売上は、前期対比低水準で推移したものの第１四半期を底に緩やかな回復を続

けました。 

   このような状況下、当社グループは前期より半導体事業の見直しなどの構造

改革と希望退職などによる経費節減に全力で取り組みました。 

   その結果、当期の受注高は318億59百万円（前期比3.7％減)、売上高は307億

35百万円（同32.8％減)、営業利益は△15億67百万円（同８億99百万円増)、経

常利益は△18億74百万円（同９億64百万円増）となりました。 

   当期純利益につきましては、第２四半期末に繰延税金資産の回収可能性をさ

らに保守的に見直し同資産を前期末対比14億50百万円取り崩したほか、事業整

理損失引当金戻入益２億22百万円、三鷹土地建物譲渡に伴う減損損失１億37百

万円等を計上した結果、当期純利益は△35億12百万円（同76億86百万円増）と

なりました。 

 

 ［事業別セグメントの状況］ 

 Ａ. 半導体製造装置部門 

  (a) 半導体業界は、世界同時不況の影響を受け前期に引き続き非常に厳しい状

況が続きましたが、その中でもネットブックやWindows７搭載ノートPC、タッ

チパネル搭載の新たな携帯電話スマートフォンやハイブリッドカー向け車載

デバイスなど、一部の製品やデバイスが堅調に推移し徐々に回復傾向を辿り
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ました。こうした中で半導体メーカーの設備投資に対する対応は、抑制や繰

延を継続する先と増強に転ずる先が斑模様の状況で推移しましたが、当期前

半は積極先が一部大手ファウンドリに限られていたものが、当期後半には台

湾、中国、韓国などアジア中心に再開、積極化する先の裾野が広がり、復調

の兆しが見えてまいりました。 

    こうした動向を受け、当社主力製品のウェーハプロービングマシン、ウェ

ーハダイシングマシンやポリッシュ・グラインダの受注、売上はいずれも前

期に引き続き非常に厳しい状況が続きましたが、当期後半になって回復傾向

が鮮明となり前半に比べ大きく復調しました。 

    この結果、当期の受注高は215億８百万円（前期比35.1％増)、売上高は204

億62百万円（同17.3％減）となりました。営業利益は、当期前半の売上高低

迷を主因に通期で△24億67百万円（同34億63百万円増）となりました。 

  (b) 地域別の売上高は、国内売上高が前期比54.5％減、海外売上高は前期比

11.7％増となり、海外売上高の回復傾向が顕著となりました。 

 

 Ｂ. 計測機器部門 

  (a) 計測機器部門につきましては、主要ユーザーである自動車関連業界や工作

機械業界はエコカー効果や中国などアジア新興国の需要拡大により業績は回

復傾向となりましたが、設備投資は引き続き抑制対応を続けました。 

    その減収影響を補うため、当社グループは国内では中堅・中小企業や官公

庁向けあるいは航空機やエネルギー産業向けマーケット、海外では中国をは

じめとする新興国向けマーケットの開拓に注力しました。 

    この結果、当社グループの当期の受注高、売上高は前期対比では大きく減

少したものの、第１四半期を底に緩やかな回復を続け、受注高は103億50百万

円（前期比39.7％減)、売上高は102億73百万円（同51.1％減）となりました。

こうした中でも黒字を確保し、営業利益は９億円（同74.0％減）となりまし

た。 

  (b) 地域別の売上高は、国内売上高が前期比52.7％減、海外売上高は前期比

44.3％減となりました。 
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   企業集団の事業セグメント別売上高の状況 
 

事  業  別 主 要 製 品 売 上 高 構 成 比 前 期 比 

半 導 体 
製 造 装 置 

ウェーハプロービングマシン、
ウェーハダイシングマシン、 
ポリッシュ・グラインダ、CMP
装置、ウェーハマニュファクチ
ャリングマシン 

百万円

20,462

％ 

66.6

％ 

△17.3 

計 測 機 器 

三次元座標測定機、表面粗さ・
輪郭形状測定機、真円度測定機、
電気マイクロメータ、 
マシンコントロールゲージ、 
各種自動測定・選別・組立機 

10,273 33.4 △51.1 

合           計 30,735 100.0 △32.8 

 

 (2) 対処すべき課題 

   ① 当社グループは、金融危機に端を発した世界経済不況の中で、事業見直

しなど大きな構造改革を実施し、第二の創業をスタートさせました。当社

グループはこの機会を活かして、企業の足腰を強化し、品質向上と生産革

新を推進し、売上増強と黒字体質の確立に努めてまいります。 

   ② 当社グループは、平成22年３月期の中間、期末配当をいずれも見送りと

させていただきましたが、平成23年３月期につきましては、業績回復を見

込み中間配当５円を実施させていただく予定としております。期末配当に

つきましては今後の業績動向を見極めるため未定とさせていただきました

が、株主の皆様へ配当を実施することが経営の重要な課題と認識し、業績

の更なる改善に注力してまいります。 

   ③ 企業のコーポレートガバナンスは一層重要性を増しています。当社は、

実効性ある内部統制システムの構築とコンプライアンス体制の確立により、

コーポレートガバナンスを強化し、経営の健全性と透明性を確保していき

ます。 
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 (3) 設備投資の状況 

   当期におきまして、総額１億47百万円の設備投資を実施いたしました。主要

な設備投資は、半導体製造装置事業に関わる設備の取得１億２百万円でありま

す。 
 

 (4) 資金調達の状況 

   当期におきまして、平成21年11月に第１回期限前償還条項付無担保社債30億

円を発行いたしました。また、平成21年12月に第三者割当により普通株式96万

８千株 (発行価額１株につき1,033円) を発行し、９億99百万円の資金調達を実

施いたしました。 
 

 (5) 事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況 

   当期において、該当事項はありません。 

 

 (6) 他の会社の事業の譲受けの状況 

   当期において、該当事項はありません。 

 

 (7) 吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況 
   当期において、該当事項はありません。 

 

 (8) 他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況 

   当期において、特記すべき事項はありません。 

 

 (9) 財産および損益の状況の推移 
 

区     分 
平成18年度
第 84 期

平成19年度
第 85 期

平成20年度
第 86 期

平成21年度 
第 87 期 
(当 期) 

百万円 百万円 百万円 百万円 
売 上 高 

100,322 91,823 45,741 30,735 
百万円 百万円 百万円 百万円 

経 常 利 益 
13,612 9,375 △2,838 △1,874 

百万円 百万円 百万円 百万円 
当 期 純 利 益 

8,741 4,813 △11,198 △3,512 
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 

１株当たり当期純利益 
217  91 119  84 △278  55 △86  60 

百万円 百万円 百万円 百万円 
総 資 産 

114,831 107,667 81,831 69,485 
百万円 百万円 百万円 百万円 

純 資 産 
54,281 55,487 40,830 39,050 
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 (10) 重要な親会社および子会社の状況 

  ① 親会社との関係 

    該当事項はありません。 

  ② 重要な子会社の状況 
 

会   社   名 資 本 金
当 社 の
議決権比率

主な事業内容 

株式会社東精エンジニアリング
百万円

988 
％

100.0 
精密機械の加工・組立・ 
保守・サービス 

株式会社トーセーシステムズ
百万円

50 
％

100.0 ソフトウェアの開発 

株式会社アクレーテク・クリエイト
百万円

10 
％

100.0 梱包・清掃等サービス業 

株 式 会 社 東 精 ボ ッ ク ス
百万円

10 
％

100.0 
宅配ボックスの製造・販売・ 
サービス 

株式会社ｱｸﾚｰﾃｸ・ﾌｧｲﾅﾝｽ
百万円

50 
％

100.0 グループ内金融サービス 

A C C R E T E C H  U S A ,  I N C.
千米ドル

12,076 
％

100.0 
半導体製造装置の販売・ 
サービス 

A C C R E T E C H  ( E U R O P E )  G m b H
千ユーロ

1,500 
％

100.0 
半導体製造装置の販売・ 
サービス 

ACCRETECH KOREA CO., LTD.
百万韓国ウォン

1,000 
％

100.0 
半導体製造装置の販売・ 
サービス 

 

 (11) 主要な事業内容 

   当社グループは、半導体製造装置と計測機器の製造・販売を行っております。 

 

 (12) 主要な拠点 

   (当   社) 

   本   店  東京都三鷹市  

   本   社  東京都八王子市  

  
本年１月に本社機能を東京都三鷹市から八王子市に移転してお

ります。 

   工   場   八王子（東京都八王子市）  土 浦（茨城県土浦市） 

   営 業 所  半導体製造装置取扱い営業所  

   山 形（山形県山形市）  東 京（東京都八王子市） 

   大 阪（大阪府吹田市)  九 州（大分県大分市) 

  計測機器取扱い営業所  

   東 京（東京都八王子市)  埼 玉（埼玉県さいたま市) 

   名古屋（愛知県みよし市)  大 阪（大阪府吹田市) 

   広 島（広島県広島市)  他９営業所 
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   (子 会 社） 

   国   内  株式会社東精エンジニアリング 

   (本社 茨城県土浦市 全国営業サービス15拠点） 

  株式会社トーセーシステムズ（本社 東京都八王子市） 

  
株式会社アクレーテク・クリエイト（本社 東京都八王子市） 

株式会社東精ボックス（本社 東京都八王子市） 

  株式会社アクレーテク・ファイナンス(本社 東京都八王子市） 

   海   外  ACCRETECH USA,INC. 

  ACCRETECH(EUROPE)GmbH（ドイツ) 

  ACCRETECH KOREA CO.,LTD. 

  東精精密設備(上海)有限公司 

  ACCRETECH(MALAYSIA)SDN.BHD. 

  ACCRETECH(SINGAPORE)PTE.LTD. 

  ACCRETECH(ISRAEL)LTD. 

  ACCRETECH TAIWAN LTD. 

  ACCRETECH SOFTWARE IN KHABAROVSK CO.,LTD. 

  東精計量儀(平湖)有限公司 

  TOSEI(KOREA)CO.,LTD. 

  TOSEI ENGINEERING PRIVATE LIMITED（インド) 

  TOSEI(THAILAND)CO.,LTD. 

  TOSEI AMERICA,INC. 
 

 (13) 従業員の状況 
 

事 業 の 種 類 別 従 業 員 数 

半 導 体 製 造 装 置 事 業 542名 

計 測 機 器 事 業 364名 

全 社 （ 共 通 ) 47名 

合    計 953名 

 

 (14) 主要な借入先 
 

借   入   先 期末借入金残高 

株式会社みずほコーポレート銀行 5,060百万円 

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 2,880百万円 

み ず ほ 信 託 銀 行 株 式 会 社 1,060百万円 

株 式 会 社 三 菱 東 京 U F J 銀 行 1,060百万円 
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2. 会社の株式に関する事項 
 
 (1) 発行可能株式総数 110,501,100株 
  
 (2) 発行済株式の総数 41,209,482株（自己株式31,599株を除く｡) 
  
 (3) 株主数 31,474名 
 
 (4) 大株主(上位10名) 
 

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 4,980
千株

12.07
％ 

野 村 信 託 銀 行 株 式 会 社 （ 投 信 口 ） 1,166 2.82 

財 団 法 人 精 密 測 定 技 術 振 興 財 団 1,058 2.56 

株 式 会 社 ツ ガ ミ 1,033 2.50 

株 式 会 社 み ず ほ コ ー ポ レ ー ト 銀 行 840 2.03 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口） 689 1.67 

髙 城 ヒ デ 子 610 1.47 

矢 野 絢 子 603 1.46 

BBH(LUX) FOR FIDELITY ACTIVE STRATEGY JAPAN FUND 576 1.39 

第 一 生 命 保 険 相 互 会 社 500 1.21 
 

(注) 第一生命保険相互会社は、平成22年４月１日に第一生命保険株式会社に名
称が変更となっております。 

 
3. 会社の新株予約権等に関する事項 
 
 (1) 当事業年度末日において当社役員が保有する新株予約権の状況 
   ・ 新株予約権の数        676個 
   ・ 目的となる株式の種類および数 
        普通株式      67,600株（新株予約権１個につき100株） 
   ・ 取締役、その他の役員の保有する新株予約権の区分別合計 
 

 回次 行使価額 行使期限 個数 
保有 
者数 

取締役 第２回（平成15年６月株主総会決議) 3,361円 平成22年６月30日 30 個 ２名 

 第３回（平成16年６月株主総会決議) 3,309円 平成23年６月30日 275 個 ５名 

 第４回（平成17年６月株主総会決議) 4,728円 平成24年６月30日 62 個 ６名 

 第７回（平成20年６月株主総会決議) 1,525円 平成27年６月30日 62 個 ６名 

 株式報酬型（平成17年６月株主総会決議)     1円 平成37年６月30日 96 個 ４名 

 株式報酬型（平成18年６月株主総会決議)     1円 平成38年７月14日 66 個 ４名 

 株式報酬型（平成19年６月取締役会決議）     1円 平成39年７月19日 72 個 ４名 

監査役 第３回（平成16年６月株主総会決議) 3,309円 平成23年６月30日 ５個 １名 

 第４回（平成17年６月株主総会決議) 4,728円 平成24年６月30日 ８個 １名 
 
 
 (2) 当事業年度中に使用人等に対し交付した新株予約権の状況 

 該当事項はありません。 
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4. 会社役員に関する事項 
 
 (1) 取締役および監査役の氏名等 
 

地   位 氏   名 担当又は重要な兼職の状況 

代表取締役社長 藤 森 一 雄 東精精密設備（上海）有限公司董事長 

代 表 取 締 役 太 田 邦 正

業務会社担当 
株式会社トーセーシステムズ代表取締役社長 
株式会社アクレーテク・ファイナンス代表
取締役社長 
株式会社ツガミ社外監査役 

取 締 役 梅 中  茂

株式会社東精エンジニアリング代表取締役 
社長 
株式会社アクレーテク・クリエイト代表 
取締役社長 

取 締 役 ウォルフガング ボナッツ ACCRETECH（EUROPE）GmbH代表取締役社長 

取 締 役 吉 田  均 計測社担当 

取 締 役 木 村 龍 一
半導体社担当 
ACCRETECH (EUROPE) GmbH代表取締役会長 
ACCRETECH TAIWAN LTD.董事長 

取 締 役 川 村 浩 一 業務会社担当 

監査役（常勤) 髙 城 英 明  

監 査 役 髙 田  宥  

監 査 役 大 井 弘 雄  
 
 (注) 1. 監査役久富眞志氏は、平成21年６月29日付をもって監査役を退任いたし

ました。 
    2. 代表取締役藤森一雄氏は、東精精密設備（上海）有限公司の董事長を兼

務し、当社は同社に対し製品販売の取引関係にあります。 
    3. 代表取締役太田邦正氏は、株式会社トーセーシステムズの代表取締役社

長を兼務し、当社は同社に製品に関わるソフトウェアの開発を委託してお
ります。 

      また、同氏は株式会社アクレーテク・ファイナンスの代表取締役社長を
兼務し、当社は同社より金融サービスの供給を受けております。 

      また、同氏は株式会社ツガミの社外監査役を兼務し、当社は同社に対し
製品販売の取引関係にあります。 

    4. 取締役梅中茂氏は、株式会社東精エンジニアリングの代表取締役社長を
兼務し、当社は同社に製品等を販売し、同社より製品・商品を購入してお
ります。 

      また、同氏は株式会社アクレーテク・クリエイトの代表取締役社長を兼
務し、当社は同社に清掃・梱包等を委託しております。 

    5. 取締役ウォルフガング ボナッツ氏は、ACCRETECH（EUROPE）GmbHの代
表取締役社長を兼務し、当社は同社に対し製品販売の取引関係にあります。 

    6. 取締役木村龍一氏は、ACCRETECH（EUROPE）GmbHの代表取締役会長を兼
務し、当社は同社に対し製品販売の取引関係にあります。 

      また、同氏はACCRETECH TAIWAN LTD.の董事長を兼務し、当社は同社に
対し、製品販売の取引関係にあります。 

    7. 川村浩一氏は、平成21年６月29日開催の第86期定時株主総会において新
たに取締役に選任され、就任いたしました。 

    8. 大井弘雄氏は、平成21年６月29日開催の第86期定時株主総会において新
たに監査役に選任され、就任いたしました。 

    9. 監査役髙田宥氏および大井弘雄氏は、社外監査役であります。 
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 (2) 取締役および監査役の報酬等の額 

    取締役  ７名 59百万円 
    監査役  ４名 21百万円(うち社外監査役 ３名   10百万円) 

 (注) 上記人数と報酬等の額には、平成21年６月29日開催の第86期定時株主総会
終結の時をもって任期満了により退任した監査役を含めております。 

 
 (3) 社外役員に関する事項 
 

 当期開催取締役会23回 当期開催監査役会11回 

髙  田    宥 21回出席 11回出席 

大 井 弘 雄 
就任後開催取締役会18回中

15回出席
就任後開催監査役会８回中 

８回出席 
   

① 各社外監査役は、取締役会、監査役会の他、グループ経営報告会・経営
執行会議・コンプライアンス委員会・リスク管理委員会等に出席し、取締
役および幹部社員の職務執行状況を確認し、必要に応じて発言を行ってお
ります。 

② 当社と各社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第
423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。 

当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が規定する額でありま
す。 

 

5. 会計監査人の状況 
 
 (1) 会計監査人の名称 

   新日本有限責任監査法人 
 
 (2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 
 
   ① 公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２条 

    第１項の業務に係る報酬等の額 36,000千円

   ② 公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２条 

    第１項の業務以外の業務に係る報酬等の額  ―千円

 合 計 36,000千円
 
   (注) 当社と会計監査人との監査契約において、会社法に基づく監査と金融

商品取引法に基づく監査の監査報酬の額を区分しておらず、実質的にも
区分できないため、①の金額にはこれらの合計額を記載しております。 

 

 (3) 当社および当社の子会社が会計監査人に支払うべき報酬等の合計額 

  46,000千円
 

 (4) 当社の重要な子会社のうちACCRETECH USA,INC.、ACCRETECH (EUROPE) GmbHお
よびACCRETECH KOREA CO.,LTD.は当社の会計監査人以外の公認会計士または監
査法人（外国におけるこれらの資格を有する者を含む｡）の法定監査（会社法又
は金融商品取引法（これらの法律に相当する外国の法令を含む｡）の規定による
ものに限る｡）を受けております。 
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 (5) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針 
   当社では、当社都合の場合の他、会計監査人が会社法・公認会計士法等の法

令に違反・抵触した場合および公序良俗に反する行為があったと判断した場合、
監査役会が、その事実に基づき当該監査人の解任または不再任の検討を行い、
解任または不再任が妥当と判断した場合は、監査役会規程に則り「会計監査人
の解任又は不再任」を株主総会の付議案とすることを取締役会へ請求し、取締
役会はそれを審議いたします。 

 

6. 会社の体制および方針 
 

取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制その

他業務の適正を確保するための体制 

当社は、平成18年５月開催の取締役会において内部統制システムの基本方針

を決議し、その後一部改訂いたしました。基本方針は下記のとおりとなってお

ります。 

 (1) 業務運営の基本方針 

当社は、「世界中の優れた技術・知恵・情報を融合して世界No.１の商品を

創り出し、皆様と共に大きく成長していく。」という企業理念を経営の拠り所

としている。株主の皆様、お客様、お取引先、使用人など全てのステークホ

ルダーの方々との間で、WIN－WINの関係を創り上げ、長期的に成長を持続さ

せていくために、より一層、コーポレートガバナンスとコンプライアンスの

強化に取り組み、経営の健全性と透明性を確保し、グループ経営を行ってい

く。 

 (2) 取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制 

① 取締役会は、業務執行を全体として適正かつ健全に行うために、コーポレ

ートガバナンスを一層強化する観点から、実効性ある内部統制システムの構

築と法令定款遵守の体制の確立に努める。 

  ② 監査役会は、内部統制システムの有効性と機能を監査する。 

 (3) 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制 

① 取締役は、職務の執行に係る情報・文書を「東京精密秘密情報管理方針」

の定めるところに従い適切に保存し管理する。 

② 各取締役および各監査役より閲覧の要求があるときには、これを閲覧に供

する。 

 (4) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

① 当社は、潜在的なリスクの発生予防に努めるとともに、リスクが顕在した

ときは代表取締役社長以下全員が一丸となって迅速且つ冷静に対応する。 

② 当社は、業務執行に係るリスクの把握と管理を目的として「リスク管理規

程」を定め、代表取締役社長を責任者とする「リスク管理委員会」を設置す

る。 

リスク管理委員会は、リスク管理規程に基づき、潜在的なリスクの発生予

防と危機発生に備えた体制整備を行う。 
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③ リスクが発生したときは、必要に応じ、直ちに代表取締役社長を本部長と

する「リスク対策本部」を設置し、リスクへの対応と速やかな収拾に向けた

活動を行う。 

 (5) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保する体制 

① 当社は、定例の取締役会を毎月１回開催し、半期毎の業務計画など重要事

項の決定および取締役の業務執行状況の監督等を行う。取締役会規程により

定められている事項および付議基準に該当する事項については、すべて取締

役会に付議することを遵守し、その際には、経営判断の原則に基づき議題に

関する十分な資料が全役員に配布される体制をとる。 

② 当社は、開発計画におけるスピーディな意思決定や市場動向への迅速かつ

柔軟な対応等を強化するために、平成14年４月から執行役員制を導入してい

る。定例の経営執行会議を毎月１回開催し、業務計画の進捗状況について監

督等を行う。 

③ 日常の職務執行に際しては、職務権限規程および業務分掌規程等に基づき

権限と責任の委譲を行い、業務を遂行している。 

 (6) 使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制 

① 当社は、業務会社担当取締役を責任者として、平成16年５月「コンプライ

アンス委員会」を設置した。また、平成16年８月に、全使用人が法令定款、

会社規則および社会通念等を遵守した行動をとるための ｢ACCRETECHグループ

行動規範」を定め、その周知徹底と遵守の推進を図っている。 

② 万一コンプライアンスに関連する事態が発生した場合には、その内容と対

処案がコンプライアンス担当役員および各カンパニー担当役員を通じ、遅滞

なく取締役会および監査役会に報告される体制を構築する。 

③ 内部通報制度に関しては、通報者の保護を図るとともに透明性を維持した

的確な対処の体制を整備する。 

④ 当社は、代表取締役社長に直属する監査室を設置する。監査室は、当社お

よびグループ各社に対し、法令・定款および会社規程等への準拠性、管理の

妥当性の検証を目的として内部監査を実施する。 

(7) 当社およびその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するため

の体制 

① 当社および子会社から成る企業グループでは、当社の経営支援室が、グル

ープに内在する諸問題または重大なリスク情報等を取り上げ、グループ全体

の利益の観点から、グループにおける情報の共有と業務執行の適正を確保す

ることに努める。 

② 経営支援室は、子会社等に損失の危険が発生し、これを把握した場合には、

直ちに発見された損失の危険の内容、発生する損失の程度および当社に対す

る影響等について、取締役会および担当部署に報告する。 
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③ 経営支援室は、当社と子会社に関する不適切な取引または会計処理を防止

するため、当社および子会社の監査室またはこれに相当する部署と十分な情

報交換を行う。 

(8) 監査役の職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用

人に関する事項 

① 当社は、経営支援室および監査室に所属する２名程度に、必要あるときは、

監査役の補助業務を担当させる。 

② 前項の補助使用人は、監査役からの指揮命令事項に関しては、補助使用人

の属する組織の上長等の指揮命令を受けない。 

 (9) 監査役の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性に関する事項 

① 監査役の職務を補助すべき使用人の任命・異動については監査役会の同意

を必要とする。 

② 監査役の職務を補助すべき使用人の評価については監査役の意見を聴取す

る。 

(10) 取締役および使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報

告に関する体制 

① 取締役および使用人は、監査役会の定めるところに従い、各監査役の要請

に応じて必要な報告および情報提供を行う。 

② 前項の報告・情報提供として主なものは、次のとおりとする。 

   ・当社の内部統制システムに関わる監査室および経営支援室等の活動状況 

   ・当社の子会社の監査役および内部監査部門の活動状況 

   ・当社の重要な会計方針・会計基準およびその変更 

   ・業績および業績見込みの発表内容、重要開示書類の内容 

   ・内部通報制度の運用および通報の内容 

・監査役から要求された社内稟議書および会議議事録の回付 

(11) 信頼性のある財務報告が作成されることを確保するための体制 

当社は、当社およびグループ各社における信頼性のある財務報告作成に対

するリスクに対応して、これを十分に軽減する統制活動を確保するための方

針として「財務報告に係る内部統制の基本方針」を制定する。 

(12) その他の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

① 代表取締役は、監査役とできるだけ会合を持ち、業務報告とは別に会社運

営に関する意見交換のほか、意思の疎通を図る。 

② 取締役会は、業務の適正を確保する上で重要な経営執行会議等の業務執行

の会議への監査役の出席を確保する。 
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(13) 反社会勢力との関係遮断のための基本的な考え方とその整備状況 

① 当社グループは、反社会的勢力と一切の関係を持たない。反社会的勢力か

ら接触を受けた時は、警察等関係機関に情報を提供するとともに、暴力的な

要求・不当な要求に対しては弁護士等然るべき機関と連携し、組織的に対処

する。 

② 当社グループでは、｢ACCRETECHグループ行動規範」に、反社会的勢力との

関係遮断を定めている。さらに、所轄警察署および株主名簿管理人等から関

連情報を収集して不測の事態に備え最新の動向を把握するよう努めている。

また、反社会勢力に対する対応は、担当部門を定め、必要に応じて外部機関

と連携して対処する。 
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連 結 貸 借 対 照 表 

(平成22年３月31日現在) (単位：千円) 
 

資 産 の 部 負 債 の 部 

科      目 金    額 科      目 金    額 

 
流 動 負 債

支払手形及び買掛金

短 期 借 入 金

一年以内返済予定長期借入金

リ ー ス 債 務

未 払 法 人 税 等

賞 与 引 当 金

役 員 賞 与 引 当 金

事業整理損失引当金

そ の 他

固 定 負 債

社 債

長 期 借 入 金

リ ー ス 債 務

退 職 給 付 引 当 金

役員退職慰労引当金

長 期 未 払 金

 
15,709,310 

8,185,406 

1,300,000 

3,888,000 

323,503 

75,921 

245,531 

5,200 

89,076 

1,596,670 

14,725,698 

3,000,000 

8,384,000 

834,704 

2,363,257 

114,443 

29,294 

負 債 合 計 30,435,009 

純 資 産 の 部 

 
株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

自 己 株 式

評 価 ・ 換 算 差 額 等

その他有価証券評価差額金

為替換算調整勘定

新 株 予 約 権

 
39,294,697 

10,198,514 

21,216,175 

7,987,757 

△   107,750 

△   390,449 

△   194,558 

△   195,891 

146,184 

 
流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

受取手形及び売掛金 

商 品 及 び 製 品 

仕 掛 品 

原材料及び貯蔵品 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

建 物 及 び 構 築 物 

機械装置及び運搬具 

工 具 器 具 備 品 

土 地 

リ ー ス 資 産 

建 設 仮 勘 定 

無 形 固 定 資 産 

の れ ん 

そ の 他 

投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券 

長 期 貸 付 金 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

 
41,703,407

12,055,368

15,511,527

984,741

9,362,007

2,317,624

763,852

911,244

△   202,959

27,782,033

17,466,241

7,917,902

1,352,843

411,690

5,713,972

1,124,488

945,344

2,420,796

1,830,115

590,680

7,894,995

3,513,257

48,715

3,955,662

1,029,731

△   652,370 純 資 産 合 計 39,050,431 

資 産 合 計 69,485,440 負債及び純資産合計 69,485,440 
 
 (注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
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連 結 損 益 計 算 書 

(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日) 

(単位：千円)  

金         額 
科           目 

内   訳 合   計 

売 上 高  30,735,788 

売 上 原 価  26,540,893 

売 上 総 利 益  4,194,895 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  5,761,928 

営 業 損 失  1,567,033 

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 及 び 配 当 金 139,928  

為 替 差 益 79,594  

そ の 他 394,952 614,475 

営 業 外 費 用   

支 払 利 息

資 金 調 達 費 用

500,602 

278,307 
 

そ の 他 142,811 921,720 

経 常 損 失  1,874,279 

特 別 利 益   

新 株 予 約 権 戻 入 益 187,139  

事 業 整 理 損 失 引 当 金 戻 入 益 222,469  

関 係 会 社 出 資 金 売 却 益 1,440 411,048 

特 別 損 失   

減 損 損 失 137,129  

そ の 他 21,402 158,531 

税 金 等 調 整 前 当 期 純 損 失  1,621,762 

法 人 税 ､ 住 民 税 及 び 事 業 税 487,785  

法 人 税 等 調 整 額 1,402,824 1,890,609 

当 期 純 損 失  3,512,372 

 (注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
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連結株主資本等変動計算書 

(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日) 

(単位：千円)  

株   主   資   本 
 

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計 

前連結会計年度末残高 9,650,322 20,668,961 11,500,129 △107,237 41,712,175 

当連結会計年度中の変動額  

新 株 の 発 行 548,192 547,213 1,095,405 

剰 余 金 の 配 当 ― 

当 期 純 損 失 △3,512,372 △3,512,372 

自 己 株 式 の 取 得 △512 △512 

自 己 株 式 の 処 分 ― 

株主資本以外の項目 
の 変 動 額 ( 純 額 ) 

 

当連結会計年度中の 
変 動 額 合 計 

548,192 547,213 △3,512,372 △512 △2,417,478 

当連結会計年度末残高 10,198,514 21,216,175 7,987,757 △107,750 39,294,697 

 
（単位：千円) 

 

評 価 ・ 換 算 差 額 等 
 その他有価証券

評 価 差 額 金
為替換算調整勘定

評価・換算 
差額等合計 

新株予約権 純資産合計 

前連結会計年度末残高 △963,588 △326,161 △1,289,750 408,052 40,830,477 

当連結会計年度中の変動額  

新 株 の 発 行 1,095,405 

剰 余 金 の 配 当 ― 

当 期 純 損 失 △3,512,372 

自 己 株 式 の 取 得 △512 

自 己 株 式 の 処 分 ― 

株主資本以外の項目 
の 変 動 額 ( 純 額 ) 

769,029 130,270 899,300 △261,868 637,432 

当連結会計年度中の 
変 動 額 合 計 

769,029 130,270 899,300 △261,868 △1,780,046 

当連結会計年度末残高 △194,558 △195,891 △390,449 146,184 39,050,431 
 
 (注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
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 連結注記表  
 
〔連結計算書類作成のための基本となる重要な事項〕 

1. 連結の範囲に関する事項 

 (1) 連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称 
   連結子会社の数 ８社 
   主要な連結子会社の名称 
    ㈱東精エンジニアリング、㈱トーセーシステムズ、㈱アクレーテク・クリエイト、

㈱東精ボックス、㈱アクレーテク・ファイナンス、ACCRETECH USA,INC.、
ACCRETECH (EUROPE) GmbH、ACCRETECH KOREA CO.,LTD. 

 (2) 主要な非連結子会社の名称等 
    東精精密設備（上海）有限公司、東精計量儀（平湖）有限公司、TOSEI (KOREA) 

CO.,LTD.､ACCRETECH TAIWAN LTD.、ACCRETECH (MALAYSIA) SDN.BHD.、ACCRETECH 
(SINGAPORE) PTE. LTD.、TOSEI (THAILAND) CO.,LTD.､ACCRETECH (ISRAEL) LTD.、
ACCRETECH SOFTWARE IN KHABAROVSK CO.,LTD. 、 TOSEI ENGINEERING PRIVATE 
LIMITED、TOSEI AMERICA,INC. 
連結の範囲から除いた理由は、上記11社がいずれも小規模会社であり、合計の総

資産、売上高、当期純損益および利益剰余金（持分に見合う額）等の金額がいずれ
も僅少であり、連結計算書類に重要な影響を及ぼさないためであります。 

 
2. 持分法の適用に関する事項 

 (1) 持分法を適用した非連結子会社の数 
   持分法を適用した非連結子会社はありません。 
 (2) 持分法を適用した関連会社の数 
   持分法を適用した関連会社はありません。 
   持分法を適用していない非連結子会社については、連結当期純損益および連結利益

剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、これらの
会社の投資については、持分法を適用せず原価法により評価しております。 

 

3. 連結子会社の事業年度に関する事項 
   連結子会社の決算日は連結決算日と一致しております。 
 

4. 会計処理基準に関する事項 
 (1) 重要な資産の評価基準および評価方法 
  ① 有価証券 
     その他有価証券 
      時価のあるもの……当連結会計年度末の市場価格等に基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均
法による原価法により算定）によっております｡ 

      時価のないもの……移動平均法による原価法によっております。 
  ② デリバティブ 
     時価法によっております。 
   ③ たな卸資産 
     親会社および国内連結子会社は、通常の販売目的で保有するたな卸資産の評価

基準及び評価方法については主として個別法による原価法（収益性の低下に基づ
く簿価切下げの方法）によっておりますが、在外連結子会社においては先入先出
法による低価法を採用しております。 
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 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 
  ① 有形固定資産 
     親会社および国内連結子会社は、定率法によっております。ただし、平成10年

４月１日以降取得した建物（建物附属設備は除く）については、定額法を採用し
ております。また、在外連結子会社においては定額法を採用しております。 

     主な耐用年数は以下のとおりであります。 
      建物及び構築物     ３年～50年 
      機械装置及び運搬具   ２年～11年 
  ② 無形固定資産 
     市場販売目的のソフトウェアについては、見込販売数量に基づく方法又は残存

有効期間に基づく定額法、自社利用のソフトウェアについては社内における利用
可能期間に基づく定額法によっております。また、その他の無形固定資産につい
ては、定額法によっております。 

  ③ リース資産 
     所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース

期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 
 (3) 重要な引当金の計上基準 
  ① 貸倒引当金 
     債権の貸倒の損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計
上しております。 

  ② 賞与引当金 
     親会社および国内連結子会社は、従業員に対する賞与の支払いに備えるため、

支給見込額基準により計上しております。 
  ③ 役員賞与引当金 
     国内連結子会社は、役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、当連結会

計年度における支給見込額に基づき計上しております。 
  ④ 事業整理損失引当金 
     事業整理に伴う損失に備えるため、今後発生が予測される損失見込額を計上し

ております。 
  ⑤ 退職給付引当金 
     従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務およ

び年金資産の見込額に基づき計上しております。なお、数理計算上の差異につい
ては、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の
年数（10年）による按分額をそれぞれ発生の翌連結会計年度より費用処理してお
ります。 

  ⑥ 役員退職慰労引当金 
国内連結子会社は、役員の退任時に支出が予想される役員退職慰労金の支払い

に備えるため、内規に基づく期末支払見込額を計上しております。 
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 (4) その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項 
  ① 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 
     外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理しております。なお、在外連結子会社等の資産・負債およ
び収益・費用は連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は純資
産の部における為替換算調整勘定に含めております。 

② ヘッジ会計の処理 
   (イ)ヘッジ会計の方法 
      適用要件を満たしている場合は、金利スワップについては特例処理を採用し

ております。 
   (ロ)ヘッジ手段とヘッジ対象 
      (ヘッジ手段) (ヘッジ対象) 
      金利スワップ 借入金 
   (ハ)ヘッジ方針 
      金利スワップについては、変動金利による調達コスト（支払利息）に及ぼす

影響を回避するため、ヘッジ会計を行う方針であります。 
   (ニ)ヘッジ有効性評価の方法 
      ヘッジの有効性評価は、ヘッジ手段とヘッジ対象の対応関係を確認すること

により行っております。 
  ③ のれんの償却に関する事項 
     のれんの償却については、その個別案件ごとに判断し、合理的な年数（10年）

で償却しております。 
  ④ 消費税等の会計処理 
     消費税および地方消費税の会計処理は、税抜処理によっております。 
 
5. 連結子会社の資産および負債の評価に関する事項 
   連結子会社の資産および負債の評価については、全面時価評価法を採用しておりま

す。 
 
6. 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項の変更 
   会計方針の変更 
   ｢退職給付に係る会計基準」の一部改正の適用 
     当連結会計年度より「退職給付に係る会計基準」の一部改正（その３)（企業

会計基準第19号 平成20年７月31日）を適用しております。 
     なお、この変更に伴う連結計算書類への影響額はありません。 
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〔連結貸借対照表に関する注記〕 

1. 有形固定資産の減価償却累計額 14,520,706千円

 

2. 輸出為替手形割引高 560,011千円

 

3. 担保に供している資産および担保に係る債務 

(1) 担保に供している資産 

   建物 4,582,736千円

   構築物 105,550千円

   土地 4,457,867千円

   合計 9,146,154千円

(2) 担保に係る債務 

   長期借入金 11,100,000千円

  （うち１年以内返済予定分) （3,400,000千円)

   合計 11,100,000千円

 

4. 財務制限条項 

 親会社は、株式会社みずほコーポレート銀行等を主幹事あるいは引受先とするシン

ジケートローン契約およびコミットメントライン及び社債引受契約を締結しておりま

すが、これらの契約には一定の財務制限条項が付されております。 

 なお、平成22年３月31日現在のシンジケートローン等の借入残高は11,100,000千円

であり、コミットメントライン契約設定枠は3,000,000千円、社債残高は3,000,000千

円であります。 

 

〔連結損益計算書に関する注記〕 

1. 減損損失 
 当連結会計年度において、以下の資産グループについて減損損失を計上しておりま
す。 

場所 種類 用途 

東京都三鷹市 建物、構築物及び工具器具備品 本社事務所 

 親会社は事業の種類別セグメントを基準としてグルーピングを行っており、遊休資

産については、個別の資産ごとにグルーピングを行っております。東京都三鷹市の本

社事務所については当連結会計年度の平成22年２月12日に売却契約を締結したため、

帳簿価額と契約金額との差額を減損損失として計上しております。当事業年度の減損

損失は137,129千円であり、その内訳は建物127,924千円、構築物6,835千円、工具器

具備品2,369千円であります。 

 なお、当資産グループの回収可能額については、正味売却価額を適用し、売却契約

に基づく金額で評価しております。 
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〔連結株主資本等変動計算書に関する注記〕 

1. 当連結会計年度末の発行済株式の種類および総数 

      普通株式 41,241,081株

 

2. 剰余金の配当に関する事項 

 (1) 当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項 

該当事項ありません。 

 (2) 当連結会計年度末日後に行った剰余金の配当に関する事項 

該当事項ありません。 
 
3.  当連結会計年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く) 

の目的となる株式の種類と数 
 

 目的となる株式の種類 目的となる株式の数 

第２回 新株予約権 
（平成15年発行） 

普通株式 37,000株 

第３回 新株予約権 
（平成16年発行） 

普通株式 125,600株 

第４回 新株予約権 
（平成17年発行） 

普通株式 72,200株 

第５回 新株予約権 
（平成18年発行） 

普通株式 4,900株 

第６回 新株予約権 
（平成19年発行） 

普通株式 4,900株 

平成17年６月発行 新株予約権
（株式報酬型） 

普通株式 18,000株 

平成18年７月発行 新株予約権
（株式報酬型） 

普通株式 12,500株 

平成19年７月発行 新株予約権
（株式報酬型） 

普通株式 14,800株 

 

〔金融商品に関する注記〕 

1. 金融商品の状況に関する事項 

 (1) 金融商品に対する取組方針 

 当社グループは半導体製造装置及び計測機器の製造販売事業を行うための設備投

資計画に基づき、所要の長期的資金は主に銀行借入や社債発行により調達しており

ます。短期的な運転資金は銀行借入により調達し、一時的な余資は安全性の高い金

融資産で運用しております。デリバティブ取引はリスク回避の手段としてのみ利用

し、投機的な取引は行わない方針をとっております。 

 (2) 金融商品の内容及びそのリスク 

 営業債権である受取手形及び売掛金は顧客の信用リスクに晒されており、グロー

バルに事業を展開していることから生じている外貨建ての営業債権は、為替の変動

リスクにも晒されております。投資有価証券は取引先企業との業務又は資本提携等

に関連する株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。 

 支払手形、買掛金、未払費用、未払金等の営業債務は、１年以内に支払期日の到
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来するものがほとんどであります。借入金、社債、リース債務等の有利子負債のう

ちの一部は変動金利であるため金利の変動リスクに晒されておりますが、金利スワ

ップ取引を利用してヘッジしております。 

 デリバティブ取引は借入金利の変動リスクに対するヘッジを目的とした金利スワ

ップ取引であり、ヘッジ会計に関するヘッジ方針、有効性評価の方法等については、 

｢会計処理基準に関する事項」に記載のとおりであります。 

 (3) 金融商品に係るリスク管理体制 

① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理 

 当社では、債権管理に関する諸規程に従い、経理部門と営業部門が協同で、主

要な取引先ごとの期日並びに残高等の債権管理を行うとともに、取引先の財務状

況の悪化等による回収懸念の早期把握やその軽減に努めております。連結子会社

についても当社と同様の管理を行っております。 

② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理 

 当社では、投資有価証券について定期的に時価や発行体の財務状況等を把握す

るとともに、保有状況についても発行体との取引関係を勘案して、必要に応じた

見直しを行っております。また、借入金の支払金利の変動リスクを回避するため

に金利スワップ取引を利用しております。 

 デリバティブ取引につきましては、｢デリバティブ取引管理規程」に基づき、

経理室が取引実行部署、経営支援室がリスク管理部署となっております。経理室

は金利情勢、為替相場動向等を検討し、取引実行の判断を下し、定められた上位

決裁権限者の承認を受けることになっており、契約期間中、取引の内容、種類、

契約残高等について定期的にリスク管理部署である経営支援室に報告することが

定められております。経営支援室はその報告を受け、検討を加え、最終的に代表

取締役に報告するという形でリスク管理を行っております。 

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行出来なくなるリスク）の管

理 

 当社では、受注、生産、販売等に関する業務計画に基づき経理室が適時に資金

繰り計画を作成・更新することを通じて、手元流動性を適正水準に維持すること

に努め、流動性リスクの管理を図っております。また、連結子会社についても当

社と同様の管理を行っております。 

 なお、当社は安定的な資金調達を図るため、株式会社みずほコーポレート銀行

等を主幹事あるいは引受先とするシンジケートローン契約及びコミットメントラ

イン及び社債引受契約を締結しておりますが、これらの契約には一定の財務制限

条項が付されております。 

 (4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

 金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合に合理

的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織

り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動する

こともあります。また､「2. 金融商品の時価等に関する事項」におけるデリバティ

ブ取引に関する契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場

リスクを示すものではありません。 
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2. 金融商品の時価等に関する事項 
 平成22年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及び
これらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極め
て困難と認められるものは含めておりません（(注２）を参照下さい｡)。 

（単位：千円） 

 
連結貸借 
対照表 
計上額 

時価 差額 

 (1) 現金及び預金 12,055,368 12,055,368 ― 

 (2) 受取手形及び売掛金 15,511,527 15,511,527 ― 

 (3) 投資有価証券  

  その他有価証券 3,274,676 3,274,676 ― 

資産計 30,841,572 30,841,572 ― 

 (1) 支払手形及び買掛金 8,185,406 8,185,406 ― 

 (2) 短期借入金 1,300,000 1,300,000 ― 

 (3) 社債 3,000,000 3,085,203 85,203 

 (4) 長期借入金（１年内返済予定分を含む） 12,272,000 12,234,283 △ 37,717 

 (5) リース債務 1,158,207 1,175,720 17,512 

負債計 25,915,614 25,980,612 64,998 

デリバティブ取引  

  ヘッジ会計が適用されているもの ― ― ― 

デリバティブ取引計 ― ― ― 
 
（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 
 資産 
  (1) 現金及び預金 

 預金は全て短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳
簿価額によっております。 

  (2) 受取手形及び売掛金 
 これらは全て短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることか
ら、当該帳簿価額によっております。 

  (3) 投資有価証券 
① その他有価証券について、当連結会計年度中の売却はありません。 
② その他有価証券について、種類ごとの取得原価、連結貸借対照表計上額及びこ

れらの差額は次のとおりであります。 
（単位：千円） 

 種類 取得原価 
連結貸借対照表

計上額 
差額 

株式 1,069,750 1,299,893 230,143 

債券 ― ― ― 

その他 ― ― ― 

連結貸借対照表 
計上額が取得原価 
を超えるもの 

小計 1,069,750 1,299,893 230,143 

株式 1,899,484 1,474,782 △ 424,701 

債券 ― ― ― 

その他 ― ― ― 

連結貸借対照表 
計上額が取得原価 
を超えないもの 

小計 1,899,484 1,474,782 △ 424,701 

合計 2,969,234 2,774,676 △ 194,558 
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 負債 
  (1) 支払手形及び買掛金、並びに (2) 短期借入金 

 これらは全て短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることか
ら、当該帳簿価額によっております。 

  (3) 社債 
 当社の発行する社債の時価は、市場価格のないものは元利金の合計額を市場金
利に信用リスクを加味した割引率で割り引いた現在価値により算定しております。 

  (4) 長期借入金及び (5) リース債務 
 これらの時価については、元利金の合計（金利スワップの特例処理の対象とな
る借入金については、スワップ後の元利金合計）を、市場金利に信用リスクを加
味した割引率により割り引いた現在価値を時価としております。 

 
 デリバティブ取引 
   ヘッジ会計が適用されているもの 

 ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引について、ヘッジ会計の方法ご
との連結決算日における契約額又は契約において定められた元本相当額は次のと
おりであります。 

（単位：千円） 

契約額等 ヘッジ会計
の方法 

デリバティブ
取引の種類等 

主な 
ヘッジ対象  うち１年超

時価 

金利スワップ 
の特例処理

金利スワップ 
取引支払固定･

受取変動 
長期借入金 10,044,000 7,088,000 （注） 

（注）金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体と
して処理されているため、その時価は当該長期借入金（１年内返済予定分を含む）の
時価に含めて記載しております。 

 
（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

（単位：千円） 

区分 連結貸借対照表計上額 

投資有価証券（非上場株式） 738,580

その他（出資金） 112,258

時価を注記しておりません。 
 
（注３）金銭債権の連結決算日後の償還予定額 

（単位：千円） 

 １年以内 
１年超 

５年以内 
５年超 

10 年以内 
10 年超 

現金及び預金 12,055,368 ― ― ― 

受取手形及び売掛金 15,511,527 ― ― ― 

合計 27,566,896 ― ― ― 

 
（注４）社債、長期借入金、リース債務の連結決算日後の返済予定額 

（単位：千円） 

 １年以内 
１年超 

２年以内
２年超 

３年以内
３年超 

４年以内
４年超 

５年以内
５年超 

社債 － － － 3,000,000 ― ― 

長期借入金 3,888,000 3,484,000 2,800,000 2,100,000 ― ― 

リース債務 323,503 326,220 315,718 192,765 ― ― 

合計 4,211,503 3,810,220 3,115,718 5,292,765 ― ― 
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 当連結会計年度より､「金融商品に関する会計基準｣（企業会計基準第10号 平成20年３
月10日）及び「金融商品の時価等の開示に関する適用指針｣（企業会計基準摘要指針第19
号 平成20年３月10日）を適用しております。 
 

〔１株当たり情報に関する注記〕 

1. １株当たり純資産額 944円06銭

2. １株当たり当期純損失 86円60銭

 

〔重要な後発事象に関する注記〕 
 固定資産の譲渡 

 親会社は、平成22年２月12日開催の取締役会決議に基づき、平成22年４月30日に会社
が保有する固定資産の一部を売却しております。 
①譲渡の理由 ：資産の効率化及び財務体質の強化を目的に保有資産の一部を譲渡 

②譲渡資産 ：三鷹市下連雀九丁目７番１号に所在する土地及び建物 

③譲渡資産の簿価 ：２億３百万円 

④譲渡価額 ：11億６百万円 

⑤売買契約日 ：平成22年２月12日 

⑥引渡日 ：平成22年４月30日 

⑦損益への影響 ：平成23年３月期（自平成22年４月１日至平成23年３月31日）にお
いて、固定資産売却益８億72百万円を特別利益として計上 
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貸 借 対 照 表 

(平成22年３月31日現在) (単位：千円) 
 

資 産 の 部 負 債 の 部 

科      目 金    額 科      目 金    額 
 
流 動 負 債
支 払 手 形
買 掛 金
短 期 借 入 金
一年以内返済予定長期借入金
リ ー ス 債 務
未 払 金
未 払 法 人 税 等
未 払 費 用
賞 与 引 当 金
事業整理損失引当金
そ の 他

 
固 定 負 債
社 債
長 期 借 入 金
リ ー ス 債 務
退 職 給 付 引 当 金
長 期 未 払 金

 

 
16,125,660 
1,033,380 
7,885,634 
1,390,000 
3,888,000 

323,503 
577,498 
71,020 

477,994 
129,009 
89,076 

260,542 
 

13,970,470 
3,000,000 
8,384,000 

834,704 
1,722,471 

29,294 

負 債 合 計 30,096,130 

純 資 産 の 部 

 
株 主 資 本
資 本 金
資 本 剰 余 金
資 本 準 備 金
その他資本剰余金

利 益 剰 余 金
利 益 準 備 金
その他利益剰余金
別 途 積 立 金
繰越利益剰余金

自 己 株 式
評 価 ・ 換 算 差 額 等
その他有価証券評価差額金
新 株 予 約 権

 
28,973,953 
10,198,514 
17,570,686 
17,570,644 

42 
1,312,501 

728,554 
583,947 

5,000,000 
△ 4,416,052 

 △   107,750 
△   194,558 
△   194,558 

146,184 

 
流 動 資 産 

現 金 預 金 

受 取 手 形 

売 掛 金 

商 品 及 び 製 品 

仕 掛 品 

原材料及び貯蔵品 

未収還付法人税等 

未 収 消 費 税 等 

前 払 費 用 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

建 物 

構 築 物 

機 械 装 置 

車 両 運 搬 具 

工 具 器 具 備 品 

土 地 

リ ー ス 資 産 

建 設 仮 勘 定 

無 形 固 定 資 産 

ソ フ ト ウ ェ ア 

そ の 他 

投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券 

関 係 会 社 株 式 

出 資 金 

関 係 会 社 出 資 金 

長 期 貸 付 金 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

 
33,504,130

8,140,670

1,551,903

12,138,255

781,073

8,159,434

1,357,416

357,363

249,045

11,054

714,330

163,031

△   119,448

25,517,578

13,641,038

6,158,340

196,263

1,010,834

12,366

343,366

3,850,033

1,124,488

945,344

580,554

552,829

27,725

11,295,985

3,276,114

3,496,892

70,101

80,926

2,845,747

3,714,529

778,760

 △ 2,967,087 純 資 産 合 計 28,925,578 

資 産 合 計 59,021,709 負債及び純資産合計 59,021,709 
 
 (注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
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損 益 計 算 書 

(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日) 

(単位：千円)  

金         額 
科           目 

内   訳 合   計 

売 上 高  26,963,094 
売 上 原 価  24,739,670 

売 上 総 利 益  2,223,424 
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  4,183,859 

営 業 損 失  1,960,434 

営 業 外 収 益   
受 取 利 息 及 び 配 当 金 2,327,250  
そ の 他 369,510 2,696,760 

営 業 外 費 用   
支 払 利 息 499,918  
資 金 調 達 費 用 278,307  
社 債 発 行 費 35,300  
そ の 他 28,794 842,320 

経 常 損 失  105,994 

特 別 利 益   
新 株 予 約 権 戻 入 益 187,139  
事 業 整 理 損 失 引 当 金 戻 入 益 222,469  
関 係 会 社 出 資 金 売 却 益 3,793 413,402 

特 別 損 失   
減 損 損 失 137,129  
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 230,586  
投 資 有 価 証 券 評 価 損 7,672 375,388 

税 引 前 当 期 純 損 失  67,980 

法 人 税 ､ 住 民 税 及 び 事 業 税 112,444  
法 人 税 等 調 整 額 1,358,256 1,470,701 

当 期 純 損 失  1,538,681 
 
 (注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
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株主資本等変動計算書 

(自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日) 

(単位：千円)  
株 主 資 本 

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 

その他利益剰余金  
資本金 資本 

準備金
その他

資本剰余金
資本剰余金

合計 
利益 
準備金 別途 

積立金
繰越利益 
剰余金 

利益剰余金 
合計 

前事業年度末残高 9,650,322 17,023,431 42 17,023,473 728,554 5,000,000 △2,877,370 2,851,183 

当事業年度中の変動額    

新 株 の 発 行 548,192 547,213 547,213   

剰余金の配当   ― 

当 期 純 損 失  △1,538,681 △1,538,681 

自己株式の取得    

自己株式の処分    

株 主 資 本 以 外 の
項目の変動額 (純額)

   

当事業年度中の変動額合計 548,192 547,213 ― 547,213 ― ― △1,538,681 △1,538,681 

当事業年度末残高 10,198,514 17,570,644 42 17,570,686 728,554 5,000,000 △4,416,052 1,312,501 

 
（単位：千円） 

 

株 主 資 本 
評価・換算

差額等 
 

自己株式 株主資本合計
その他有価証券

評価差額金

新株予約権 純資産合計 

前事業年度末残高 △107,237 29,417,741 △962,696 408,052 28,863,097 

当事業年度中の変動額  

新 株 の 発 行 1,095,405 1,095,405 

剰 余 金 の 配 当 ― ― 

当 期 純 損 失 △1,538,681 △1,538,681 

自 己 株 式 の 取 得 △512 △512 △512 

自 己 株 式 の 処 分 ― ― 

株主資本以外の項目 
の 変 動 額（純 額) 

768,137 △261,868 506,269 

当事業年度中の変動額合計 △512 △443,788 768,137 △261,868 62,481 

当事業年度末残高 △107,750 28,973,953 △194,558 146,184 28,925,578 

 
 (注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
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 個別注記表  
 
  〔重要な会計方針に係る事項に関する注記〕 

1. 資産の評価基準および評価方法 
 (1) 有価証券の評価基準および評価方法 
  ① 子会社株式………………移動平均法による原価法によっております。 
  ② その他有価証券 
     時価のあるもの………当事業年度末の市場価格等に基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に
よる原価法により算定）によっております。 

     時価のないもの………移動平均法による原価法によっております。 
 (2) デリバティブ等の評価基準および評価方法 
    時価法によっております。 
 (3) たな卸資産の評価基準および評価方法 
    通常の販売目的で保有するたな卸資産の評価基準および評価方法については、主

として個別法による原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）によって
おります。 

 
2. 固定資産の減価償却の方法 
 (1) 有形固定資産 
    定率法によっております。ただし、平成10年４月１日以降取得した建物（建物附

属設備を除く）については定額法を採用しております。また、所有権移転外ファイ
ナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用年数とし、残
存価額を零とする定額法を採用しております。 

    主な耐用年数は以下のとおりであります。 
     建物     ３年～50年 
     機械装置   ５年～11年 
 (2) 無形固定資産 
  ① 市場販売目的のソフトウェア……見込販売数量に基づく方法又は残存有効期間に

基づく定額法によっております。 
  ② 自社利用のソフトウェア…………社内における利用可能期間に基づく定額法によ

っております。 
  ③ その他の無形固定資産……………定額法によっております。 
 
3. 引当金の計上基準 
 (1) 貸倒引当金 
    債権の貸倒れの損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額
を計上しております。 

 (2) 賞与引当金 
    従業員に対する賞与の支払いに備えるため、支給見込額基準により計上しており

ます。 
 (3) 事業整理損失引当金 
    事業整理に伴う損失に備えるため、今後発生が予測される損失見込額を計上して

おります｡ 
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 (4) 退職給付引当金 
    従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年金

資産の見込額に基づき計上しております。なお、数理計算上の差異については、
各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10
年）による按分額をそれぞれ発生の翌事業年度より費用処理しております。 

 
4. その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 
 (1) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 
    外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しております。 
 (2) リース取引の処理方法 
    所有権移転外ファイナンス・リース取引については通常の売買取引に係る方法に

準じた会計処理によっております。 
 (3) ヘッジ会計の方法 
  ① ヘッジ会計の方法 
     適用要件を満たしている場合は、金利スワップについては特例処理を採用して

おります。 
  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 
      (ヘッジ手段) (ヘッジ対象) 
      金利スワップ 借入金 
  ③ ヘッジ方針 
     金利スワップについては、変動金利による調達コスト（支払利息）に及ぼす影

響を回避するため、ヘッジ会計を行う方針であります。 
  ④ ヘッジ有効性評価の方法 
     ヘッジの有効性の評価は、ヘッジ手段とヘッジ対象の対応関係を確認すること

により行っております。 
 (4) 消費税等の会計処理 
    消費税および地方消費税の会計処理は、税抜処理によっております。 
 
5. 重要な会計方針の変更 
   ｢退職給付に係る会計基準」の一部改正の適用 
     当事業年度より「退職給付に係る会計基準」の一部改正（その３)（企業会計

基準第19号 平成20年７月31日）を適用しております。 
     なお、この変更に伴う計算書類への影響額はありません。 
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〔貸借対照表に関する注記〕 

1. 有形固定資産の減価償却累計額 12,310,464千円

 

2. 輸出為替手形割引高 560,011千円

 

3. 担保に供している資産および担保に係る債務 

(1) 担保に供している資産 

   建物 4,453,899千円

   構築物 105,550千円

   土地 3,442,796千円

   合計 8,002,246千円

(2) 担保に係る債務 

   長期借入金 11,100,000千円

  （うち１年以内返済予定分) （3,400,000千円)

   合計 11,100,000千円

 

4. 財務制限条項 

   当社は株式会社みずほコーポレート銀行等を主幹事あるいは引受先とするシンジケ

ートローン契約およびコミットメントライン及び社債引受契約を締結しておりますが、

これらの契約には一定の財務制限条項が付されております。 

   なお、平成22年３月31日現在のシンジケートローン等の借入残高は11,100,000千円

であり、コミットメントライン契約設定枠は3,000,000千円、社債残高は3,000,000千

円であります。 

 

5. 債務保証および保証類似行為 

   他の会社の金融機関等からの借入金等に対し、次のとおり債務保証および保証類似

行為（経営指導念書差入れ）を行っております。 

 ACCRETECH (EUROPE) GmbH 5,233千円

 

6. 関係会社に対する金銭債権および金銭債務 

  短期金銭債権 919,624千円

  長期金銭債権 2,817,560千円

  短期金銭債務 1,816,869千円
 
 

〔損益計算書に関する注記〕 

1. 関係会社との取引高 

 (1) 営業取引による取引高 

    売上高 1,265,944千円

    仕入高 3,334,123千円

 (2) 営業取引以外の取引による取引高 

     2,278,319千円
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2. 減損損失 
   当事業年度において、以下の資産グループについて減損損失を計上しております。 

場所 種類 用途 

東京都三鷹市 建物、構築物及び工具器具備品 本社事務所 

 当社は事業の種類別セグメントを基準としてグルーピングを行っており、遊休資産

については、個別の資産ごとにグルーピングを行っております。東京都三鷹市の本社

事務所については当事業年度の平成22年２月12日に売却契約を締結したため、帳簿価

額と契約金額との差額を減損損失として計上しております。当事業年度の減損損失は

137,129千円であり、その内訳は建物127,924千円、構築物6,835千円、工具器具備品

2,369千円であります。 

 なお、当資産グループの回収可能額については、正味売却価額を適用し、売却契約

に基づく金額で評価しております。 

 

〔株主資本等変動計算書に関する注記〕 

 当事業年度末における自己株式の種類および総数 

    普通株式 31,599株

 

〔関連当事者との取引関係に関する注記〕 
 子会社および関連会社等 

(単位：千円) 

属性 会社等の名称 
議決権の 
所有(被所
有) 割合 

関連当事者 
との関係 

取引の内容 取引金額 科目 
期末残高  
（注 ２） 

製品と役務の購入
半導体製造装置及び計測
機器の製品と役務の購入 
(注１､２） 

2,783,941 買掛金(注２) 1,516,540 

子会社 
株式会社 
東精エンジニ
アリング 

所有 
直接 
100 ％ 

役員の兼任 配当金の受取 1,497,795 ― ― 

子会社 
ACCRETECH 
USA, INC. 

所有 
直接 
88 ％ 
間接 
12 ％ 

資金の援助 資金の貸付 ― 長期貸付金（注３) 2,817,560 

 
 
 (注) 1. 販売価格については、市場実勢を勘案して、価格交渉の上で決定しておりま

す。その他の取引条件についても、一般の取引条件に準じたものとなっており
ます。 

    2. 取引金額には消費税等の金額は含まれておりませんが、期末残高には消費税
等の金額が含まれております。 

3. 子会社への長期貸付金に対し、合計2,334,461千円の貸倒引当金を計上してお

ります。 

 

〔１株当たり情報に関する注記〕 

1. １株当たり純資産額 698円37銭

2. １株当たり当期純損失 37円94銭
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〔税効果会計に関する注記〕 

 繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

   繰延税金資産 

    税務上の繰越欠損金 6,390,981千円

    退職給付引当金 1,889,114千円

    子会社株式評価損 1,086,147千円

    貸倒引当金 1,097,000千円

    たな卸資産評価損 479,011千円

    長期借入金費用 133,636千円

    退職給付信託運用損益 82,130千円

    その他 493,065千円

   繰延税金資産小計 11,651,087千円

   評価性引当額 △6,643,542千円

   繰延税金資産合計 5,007,545千円

   繰延税金負債 

    退職給付信託設定益 △578,685千円

   繰延税金負債合計 △578,685千円

   繰延税金資産の純額 4,428,860千円

 

〔重要な後発事象に関する注記〕 

 固定資産の譲渡 

当社は、平成22年２月12日開催の取締役会決議に基づき、平成22年４月30日に会社が

保有する固定資産の一部を売却しております。 

 ①譲渡の理由 ： 資産の効率化及び財務体質の強化を目的に保有資産の一部を譲渡 

 ②譲渡資産 ： 三鷹市下連雀九丁目７番１号に所在する土地及び建物 

 ③譲渡資産の簿価 ： ２億３百万円 

 ④譲渡価額 ： 11億６百万円 

 ⑤売買契約日 ： 平成22年２月12日 

 ⑥引渡日 ： 平成22年４月30日 

 ⑦損益への影響 ： 平成23年３月期（自平成22年４月１日至平成23年３月31日）にお

いて、固定資産売却益８億72百万円を特別利益として計上 
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本 
 

 

独立監査人の監査報告書 
 

平成22年５月19日 
 
 株式会社 東 京 精 密 
 
   取 締 役 会  御 中 

 

新日本有限責任監査法人
 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 志 村 さやか ㊞ 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 谷 口 公 一 ㊞ 

 
 
 当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社東京精密の平

成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すな

わち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注

記表について監査を行った。この連結計算書類の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにあ

る。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽の表

示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討すること

を含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる企業会計の基準に準拠して、株式会社東京精密及び連結子会社から成る企

業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点

において適正に表示しているものと認める。 
 
追記情報 

 重要な後発事象に関する注記に記載されているとおり、親会社は平成22年４月

30日に会社が保有する固定資産の一部を譲渡している。 
 
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記

載すべき利害関係はない。 

以 上 
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会計監査人の監査報告書 謄本 
 

 

独立監査人の監査報告書 
 

平成22年５月19日 
 
 株式会社 東 京 精 密 
 
   取 締 役 会  御 中 

 
新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 志 村 さやか ㊞ 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 谷 口 公 一 ㊞ 

 
 

 当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社東京精

密の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第87期事業年度の計算書類、

すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並び

にその附属明細書について監査を行った。この計算書類及びその附属明細書の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から計算書類及びその附

属明細書に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査

は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並び

に経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附

属明細書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として

意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に

公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明

細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示し

ているものと認める。 
 
追記情報 

 重要な後発事象に関する注記に記載されているとおり、会社は平成22年４月30

日に会社が保有する固定資産の一部を譲渡している。 
 
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記

載すべき利害関係はない。 

以 上 
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監査役会の監査報告書 謄本 
 

 

監 査 報 告 書 
 
 

 当監査役会は、平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第87期事業年度

の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議

の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。 

 

1. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容 

  監査役会は、当期の監査方針、職務の分担等の監査計画を定め、各監査役か

ら監査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査

人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めまし

た。 

  各監査役は、監査役会が定めた当期の監査方針、監査計画等に従い、取締

役、内部統制部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の

環境の整備に努めるとともに、取締役会その他の重要な会議に出席し、取締役

及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明

を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び

財産の状況を調査いたしました。また、取締役の職務の執行が法令及び定款に

適合することを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するた

めの体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されて

いる体制（内部統制システム）の状況を監視及び検証いたしました。子会社に

ついては、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必

要に応じて子会社から事業の報告を受けました。以上の方法に基づき、当該事

業年度に係わる事業報告及びその附属明細書について検討いたしました。 

  さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施してい

るかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況につい

て報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務

の遂行が適正に行われることを確保するための体制」を「監査に関する品質管

理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通

知を受け、必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年

度に係わる計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個

別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損

益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしま

した。 
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2. 監査の結果 

(1) 事業報告等の監査結果 

 一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正

しく示しているものと認めます。 

 二 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反す

る重大な事実は認められません。 

 三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めま

す。また、当該内部統制システムに関する取締役の職務の執行について

も、指摘すべき重大な事項は認められません。 

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果 

  会計監査人である新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当で

あると認めます。 

(3) 連結計算書類の監査結果 

  会計監査人である新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当で

あると認めます。 

平成22年５月20日 
 

 

株式会社 東京精密 監査役会 
  
常 勤 監 査 役 髙 城 英 明 ㊞ 

 
社 外 監 査 役 髙 田   宥 ㊞ 

 
社 外 監 査 役 大 井 弘 雄 ㊞ 

 
  

以 上 
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株主総会参考書類 
 

議案および参考書類 
 第１号議案 定款一部変更の件 

  １. 提案の理由 
(１) 変更定款案第２条は、幅広いユーザーニーズに応え、新たな事業展開

を図るため、中古品のビジネスを事業の目的として追加するものであり
ます。 

(２) 変更定款案第３条及び附則は、既に本年１月に経営効率の向上と経費
節減を図るため本社機能を東京都三鷹市から八王子市に移転しておりま
すが、実際の本店業務に合わせて登記上の本店の所在地を変更するもの
であります。 

 

  ２. 変更の内容                （下線は変更部分を示します｡) 

現行定款 変更定款案 
  

第２条（目的） 

 当会社は次の事業を営むことを目的とする。

 １ 

～
 （条文省略） 

 ９ 

第２条（目的） 

 当会社は次の事業を営むことを目的とする。 

 １ 

～
 （現行どおり） 

 ９ 

＜新設＞  10 各号に関連する古物の売買、リース、交換又

は委託による同業務 

 10 上記各号に関連する一切の業務  11 上記各号に関連する一切の業務 

第３条（本店の所在地） 

 当会社は本店を東京都三鷹市に置く。 

第３条（本店の所在地） 

 当会社は本店を東京都八王子市に置く。 

＜新設＞ (附則) 

   第３条の規定の変更は、平成22年６月30日ま

でに開催される取締役会において決定する本店

移転日をもって効力を生ずるものとする。な

お、本附則は、本店移転日をもって効力発生後

これを削除する｡ 
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 第２号議案 取締役８名選任の件 

    本総会終結の時をもって、全取締役７名が任期満了となります。 

    当社はコーポレート・ガバナンスの充実について検討してまいりました結

果、社外取締役を選任し、取締役会による意思決定及び取締役の職務執行の

監督の機能をさらに強化することといたしました。 

    つきましては、社外取締役候補者１名を含む８名の取締役選任をお願いす

るものであります。 

    取締役候補者は、次のとおりであります。 
 
候補者 
番 号 

氏    名 
(生 年 月 日) 

略歴、地位、担当及び 
重要な兼職の状況 

所有する 
当社株式の数 

１ 
藤 森 一 雄 
(昭和21年10月15日) 

昭和45年４月 トヨタ自動車株式会社入社
平成８年１月 同社生技開発部主査 
平成11年10月 当社入社 

生産本部土浦工場メトロロ
ジーグループリーダ兼営業
本部計測技術営業部長 

平成12年５月 常務理事 
平成13年７月 生産本部土浦工場長 
平成14年４月 計測社執行役員社長 
平成14年６月 取締役 
平成15年４月 代表取締役C.O.O.計測社担当 
平成19年10月 代表取締役C.O.O. 
平成20年４月 代表取締役社長(現任) 
(重要な兼職の状況） 
東精精密設備（上海）有限公司董事長 

5,910株 
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候補者 
番 号 

氏    名 
(生 年 月 日) 

略歴、地位、担当及び 
重要な兼職の状況 

所有する 
当社株式の数 

２ 
太 田 邦 正 
(昭和24年２月16日) 

昭和46年４月 株式会社富士銀行入行 
平成８年４月 同行神戸支店長 
平成11年６月 東邦レーヨン株式会社取締役

経理本部長 
平成13年４月 当社入社 
       企画部企画グループリーダ
平成14年４月 業務会社執行役員常務 
平成14年６月 取締役 
平成15年４月 業務会社執行役員社長(現任)
平成16年10月 代表取締役C.F.O. (現任）
(重要な兼職の状況） 
株式会社トーセーシステムズ代表取締役社長
株式会社アクレーテク・ファイナンス代表
取締役社長 
株式会社ツガミ社外監査役 

9,910株 

３ 
梅 中   茂 
(昭和23年３月17日) 

昭和45年２月 株式会社東精エンジニアリン
グサービス（現株式会社東精
エンジニアリング）入社 

平成４年６月 同社取締役管理部長 
平成８年６月 同社常務取締役 
平成９年10月 同社代表取締役専務 
平成15年１月 同社代表取締役自動計測事業

部長兼名古屋事業所長 
平成16年４月 同社代表取締役社長（現任)
平成16年６月 当社取締役グループC.Ｉ.O.
平成20年６月 取締役生産統括兼グループ

C.Ｉ.O.（現任） 
(重要な兼職の状況） 
株式会社東精エンジニアリング代表取締役
社長 
株式会社アクレーテク・クリエイト代表取
締役社長 

13,430株 

４ 
ウォルフガング ボナッツ 
(昭和39年12月21日) 

平成４年10月 TOKYO SEIMITSU EUROPE  
GmbH（現ACCRETECH (EUROPE) 
GmbH）入社 

       同社技術部長 
平成８年４月 同社業務部長 
平成11年11月 同社取締役 
平成13年10月 同社代表取締役社長（現任)
平成14年６月 当社取締役（非常勤）(現任)

(重要な兼職の状況） 
ACCRETECH (EUROPE) GmbH代表取締役社長

1,700株 
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候補者 
番 号 

氏    名 
(生 年 月 日) 

略歴、地位、担当及び 
重要な兼職の状況 

所有する 
当社株式の数 

５ 
吉 田   均 
(昭和34年11月26日) 

昭和58年４月 当社入社 
平成12年４月 生産本部土浦工場メトロロ

ジーグループ汎用計測グル
ープリーダ 

平成14年４月 計測社執行役員汎用計測グ
ループリーダ 

平成17年４月 計測社執行役員常務汎用計
測グループリーダ 

平成17年６月 取締役（現任） 
平成19年10月 計測社執行役員社長（現任)

3,800株 

６ 
木 村 龍 一 
(昭和37年12月30日) 

昭和61年４月 当社入社 
平成17年４月 半導体社執行役員営業部東

京営業所長兼大阪営業所長
平成17年６月 取締役（現任） 
平成19年４月 半導体社執行役員常務営業部

東京営業所長兼大阪営業所長
平成19年８月 半導体社執行役員社長(現任)
(重要な兼職の状況） 
ACCRETECH (EUROPE) GmbH代表取締役会長
ACCRETECH TAIWAN LTD.董事長 

2,312株 

７ 
川 村 浩 一 
(昭和32年10月５日) 

昭和55年４月 株式会社富士銀行入行 
平成14年７月 株式会社みずほ銀行藤沢支

店長 
平成17年１月 株式会社みずほコーポレー

ト銀行金融・公共法人管理
部長 

平成19年４月 同行金融・公共推進部長 
平成20年４月 当社入社 
       業務会社執行役員 
平成21年４月 業務会社執行役員常務(現任)
平成21年６月 取締役（現任） 

600株 
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候補者 
番 号 

氏    名 
(生 年 月 日) 

略歴、地位、担当及び 
重要な兼職の状況 

所有する 
当社株式の数 

８ 
木 村 英 紀 
（昭和16年11月３日) 

昭和63年４月 大阪大学工学部電子制御機
械工学科 教授 

平成６年４月 同大学基礎工学部制御工学
科 教授 

平成７年４月 東京大学工学部計数工学科
教授 

平成11年４月 同大学大学院新領域創成科
学研究科複雑理工学専攻
教授 

平成13年４月 独立行政法人理化学研究所
バイオ・ミメティックコン
トロール研究センター生物
制御システム研究チームリ
ーダー 

平成19年11月 同研究所 理研BSI-トヨタ
連携センター センター長
(現任） 

平成21年10月 独立行政法人科学技術振興
機構 研究開発戦略センタ
ー 上席フェロー（現任）

(重要な兼職の状況） 
独立行政法人理化学研究所 理研BSI-トヨ
タ連携センター センター長 
独立行政法人科学技術振興機構 研究開発
戦略センター 上席フェロー 

―株 

 
 (注) 1. 取締役候補者藤森一雄氏は、東精精密設備（上海）有限公司の董事長を兼務

し、当社は同社に対し製品販売の取引関係にあります。 
    2. 取締役候補者太田邦正氏は、株式会社トーセーシステムズの代表取締役社長

を兼務し、当社は同社に製品に関わるソフトウェアの開発を委託しております。 
      また、同氏は株式会社アクレーテク・ファイナンスの代表取締役社長を兼務

し、当社は同社より金融サービスの供給を受けております。 
      また、同氏は株式会社ツガミの社外監査役を兼務し、当社は同社に対し製品

販売の取引関係にあります。 
    3. 取締役候補者梅中茂氏は、株式会社東精エンジニアリングの代表取締役社長

を兼務し、当社は同社に製品等を販売し、同社より製品・商品を購入しており
ます｡ 

      また、同氏は株式会社アクレーテク・クリエイトの代表取締役社長を兼務し、
当社は同社に清掃・梱包等を委託しております。 

    4. 取締役候補者ウォルフガング ボナッツ氏は、ACCRETECH（EUROPE）GmbHの代
表取締役社長を兼務し、当社は同社に対し製品販売の取引関係にあります。 

    5. 取締役候補者木村龍一氏は、ACCRETECH（EUROPE）GmbHの代表取締役会長を兼
務し、当社は同社に対し製品販売の取引関係にあります。 

      また、同氏はACCRETECH TAIWAN LTD.の董事長を兼務し、当社は同社に対し、
製品販売の取引関係にあります。 

    6. その他の候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。 
    7. 取締役候補者木村英紀氏は、社外取締役の候補者であります。 
    8. 社外取締役候補者木村英紀氏は、過去に会社経営に携わった経歴はありませ

んが、これまでの大学及び行政法人等での工学その他専門的な知識と組織トッ
プとしての経験を当社の経営に活かしていただけるものと判断し、社外取締役
として選任をお願いするものであります。 

    9. 社外取締役候補者木村英紀氏は、当社との間で会社法427条第１項の損害賠償
責任を限定する契約を締結する予定です。当該契約に基づく損害賠償責任の限
度額は、法令が規定する額であります。 
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 第３号議案 監査役２名選任の件 

    現監査役髙城英明氏は、本総会終結の時をもって任期満了となりますこと

と、監査役体制強化のために増員を図ることから、監査役２名の選任をお願

いするものであります。 

    なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。 

    監査役候補者は次のとおりであります。 

候補者 
番 号 

氏    名 
(生 年 月 日) 

略歴、地位および重要な兼職の状況 
所有する 

当社株式の数 

１ 
澤 田 栄 夫 
(昭和22年１月26日) 

昭和44年４月 株式会社日立製作所入社 
平成４年３月 同社OA事業部WS設計部長 
平成８年３月 同社PC開発センタ長 
平成９年３月 同社特許推進センタ長 
平成14年11月 当社入社 
平成15年12月 特許室長 
平成17年４月 執行役員 知的財産室長 
平成19年１月 参与知的財産室長兼法務室長
平成20年10月 参与知的財産室長兼法務室長

兼ACCRETECH USA,INC.取締役
平成22年４月 参与法務・知的財産室（現任)

5,263株 

２ 
菊 池 克 治 
(昭和23年４月17日) 

昭和46年４月 株式会社ツガミ入社 
平成12年６月 同社取締役長岡工場自動機

グループグループリーダー
平成13年６月 同社常務取締役長岡工場

自動旋盤グループグループ
リーダー 

平成14年４月 同社常務取締役長岡工場技
術本部長 

平成16年４月 同社専務執行役員営業本部長
平成18年４月 同社代表取締役専務執行役員

営業本部長 
平成20年４月 同社代表取締役専務執行役員

(現任) 

－株 

 
 (注) 1. 監査役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。 

2. 菊池克治氏は、社外監査役の候補者であります。 
3. 菊池克治氏を社外監査役として選任をお願いしますのは、高い見識と豊富な

実務経験で培われた実力を活かし監査機能を発揮していただけるものと判断し
たためであります。 

4. 監査役候補者菊池克治氏は、株式会社ツガミの代表取締役専務執行役員を兼
務し、当社は同社に対し製品販売の取引関係にあります。 

5. 社外監査役候補者菊池克治氏は、当社との間で会社法427条第１項の損害賠償
責任を限定する契約を締結する予定です。当該契約に基づく損害賠償責任の限
度額は、法令が規定する額であります。 

 
   以 上 
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株主総会会場ご案内図 
 

 

 
●会  場 東京都武蔵野市吉祥寺本町二丁目４番14号 
      吉祥寺第一ホテル８階 天平の間 
         ℡ 0422－21－4411 
      ＊株主総会終了後に懇談会は予定しておりません。 
 
交通 ＊ＪＲ中央線または京王井の頭線吉祥寺駅から徒歩５分 

＊ＪＲ中央線吉祥寺駅は、ＪＲ中央線快速にて新宿駅から
約18分です。 

＊駐車場の準備はいたしておりませんので、ご了承ください
ますようお願い申しあげます。 




